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沖縄県内の住宅着工戸数、過去最少の9179戸 22年、前年
比5.1％減 貸家が4年連続で減少（琉球新報R5.2.15） 首里城下町に「2億ション」 沖縄の地価、伸び

再加速（日本経済新聞R5.4.17）

沖縄の家賃、新築で上昇 「希少性」で築10年までは〝新築
並み”も 石垣、宮古は稼働率99％（琉球新報R5.6.30）

過熱する宮古島 地価や家賃が高騰 投資先行に懸念も
-（琉球新報R5.9.21)

生コン単価３千円値上げ 原料費高騰、組合
「苦渋の決断」(八重山日報R5.4.1)

新築マンション最高値更新 沖縄は4631万円で九州一
（沖縄タイムスR5.2.23）

沖縄の住宅家賃、上昇傾向続く 2Kから3LDKで顕著 資材高
や件数減の影響 おきぎん経済研究所、2022年動向を発表
（沖縄タイムスプラスR5.7.6）

マンション開発、さらに過熱… 沖縄の住宅市場から読み解く
那覇新都心の今（沖縄タイムスプラスR5.7.27）

市町村からは「住宅不足」の声も・・・
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沖縄公庫が助言業務協定を結ぶ県内市町村との意見交換において、観光関連を中心とした雇用増や移
住・定住促進に対応するための住宅不足が課題との意見が多数あったが、その状況・要因は各地域によ
り異なるものと考えられる。
そのため、各地域の住宅不足に係る現状等について自治体向けにアンケート調査を行い、現状の確認、

課題の整理を行うこととした。先進事例等を収集し、共有することで、各市町村の課題解決に向けた取組
の促進を図る。

(1)目的

(2)調査内容

2

ア 調査対象

イ 調査方法

ウ 調査項目

エ 調査時期

オ 実施主体

県内41市町村

各種統計、アンケート調査（回収率82.9%）及び個別ヒアリングの実施

人、住宅、行政の３つの観点から調査
・人（人口動態、世帯数、年齢別構成比）
・住宅（住宅数、着工状況、賃料、需給バランス、稼働率、公営住宅）
・行政（認識・取組状況、空き家）

令和５年12月6日～令和６年２月29日

沖縄振興開発金融公庫 調査部 地域連携情報室（平良、宮平）
琉球大学 国際地域創造学部 教授 獺口 浩一
琉球大学 獺口ゼミナール（西本、糸数、比嘉、高嶺、玉寄、川平）
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(3)確認方法

(4)地域別分類

３

県内市町村の地域別分類については、県企画部市町村課HPの「市町村一覧」を参考に、以下のとおり整
理。宮古・八重山地域を除く周辺離島については、その類似性から「その他離島」にまとめて分類。

人・住宅・行政のそれぞれの観点
における確認事項については、右
図のとおり確認。
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〇我が国の人口は、平成22年を頂点に人口減少に突入。平成27年から令和2年までの5年間に0.7%
人口が減少。

(1)人①

〇他方、世帯数は増加し続けており、平成27年から令和2年までの5年間に4.5%世帯数が増加。

〇沖縄県では、人口は令和2年まで増加が続いており、世帯数も平成27年から令和２年までの5年間では
9.7%増加。

〇総務省による調査では、令和5年1月1日現在の人口において、沖縄県は初めて人口が減少したとされて
おり、今後、ゆるやかに減少していくものと見込まれている。

〇国における人口と世帯数の動きを鑑み
ると、沖縄県で人口減少に突入しても、
世帯数がすぐさま減少となることはな
く、しばらく増加していくものと推測で
きる。

【人口・世帯数の推移】

４
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〇沖縄県の世帯数は、令和2年度時点で614,708世帯。
平成22年からの10年間で約2割増加。南部が約半数、中部が約3割、北部が約1割、残りの1割を宮古・
八重山・その他離島が占める。

(1)人②

＜全体＞ （単位：%）

15歳未満 15～64歳 65歳以上 15歳未満 15～64歳 65歳以上 15歳未満 15～64歳 65歳以上

沖縄県 17.8 64.8 17.4 17.4 62.9 19.6 16.6 60.8 22.6

＜地域別＞ （単位：%）

15歳未満 15～64歳 65歳以上 15歳未満 15～64歳 65歳以上 15歳未満 15～64歳 65歳以上

北部 15.1 60.8 24.1 15.4 58.3 26.4 14.9 54.5 30.5
中部 18.0 65.0 16.9 17.6 63.3 19.1 16.9 61.3 21.8
南部 18.3 65.0 16.7 18.4 62.7 18.9 18.2 60.0 21.8
宮古 19.2 56.1 24.7 17.0 57.4 25.6 15.0 56.2 28.7
八重山 17.4 63.5 19.1 16.0 64.7 19.3 17.7 60.0 22.3
その他離島 15.4 59.4 25.2 15.4 59.3 25.3 15.3 55.7 29.1

（出所）平成22年・27年・令和２年国勢調査結果より作成。

市町村名
H22 H27 R2

市町村名
H22 H27 R2

〇令和2年度の沖縄県の人口における年齢構成は、
15歳未満が16.6%、15歳～64歳が60.8%、
65歳以上が22.6%と高齢化が進む。

〇全ての地域において、65歳以上の割合が20%
を超過。

５

【沖縄県の世帯数の推移】

【年齢別人口構成比（県全体・地域別）】
〇北部、宮古、その他離島で特に
高齢化が進む。北部地域では、
65歳以上の構成比率が30%
を突破。
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〇住宅数は、直近10年間ですべての県内市町村（人口15,000人
以上の市町村に限る）で増加。

（２）住宅①

〇特に、与那原町、中城村、南城市、南風原町、八重瀬町、豊見城市
は10年前から30%以上住宅数が増加。

〇新たに建設される住宅の約８割が中南部。残りの2割のほとん
どを北部・宮古・八重山地域が占め、その他離島地域は全体の
1%にも満たない。

【住宅数の推移（県内市町村）】

【住宅着工状況の推移（地域別）】
〇令和4年度現在の県内の賃料水準は、平成30年度当時と比べ
ると、新築・中古問わず上昇。特に新築の２R～２LDKは１６．
２％の上昇。

６

【賃料水準の推移（部屋タイプ・性質別）】
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〇県内住宅の需給バランスは、1R～１LDKはある程度余裕がある
一方、2R～2LDKは不足の傾向が強まっており、３R～３LDKは
慢性的に不足の状況にある。

（２）住宅②

〇平成30年度から令和4年度にかけての県内の住宅の稼働率平
均は約95%で、どの地域においても90%を超過。

〇特に、宮古島市や石垣市では、令和4年度の稼働率が99%
を超過しており、深刻な住宅不足の状況。

【需給バランスの推移（県全域）】

【各地域の住宅の稼働率】

７
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〇住宅が不足していると認識している市町村は、全体の過半数を占
めた。南部を除く地域で、住宅不足の認識が強く見られる。

（３）行政①

〇住宅不足の原因としては、「民間事業者の当該地域へのアパート
建設が少ない」が最も多い。北部やその他離島で特にその傾向
が強い。

８

【市町村の住宅不足の認識】

【住宅不足の原因】

【住宅不足の影響で懸念されること】

〇住宅不足の影響で懸念されることとしては、「過疎化の進行」が
最も多く、「住宅家賃の上昇」、「空き家の老朽化」が続く。北部や
その他離島で特に過疎化への懸念が強く示されている。

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

県全体 9 6 8 1 8 2

北部 3 1 2 0 2 0

中部 1 2 4 0 1 0

南部 0 1 0 0 0 1

宮古 1 1 1 0 1 0

八重山 1 0 1 0 3 0

その他離島 3 1 0 1 1 1
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〇県内市町村における住宅不足への対策としては、「特に実施してい
ない」が最も多く、半数近くを占めた。他方、北部やその他離島では、
公営住宅の新設が他の地域よりも活発に行われている。

(3)行政②

〇沖縄県の空家率は、直近20年は10.0%～10.4%で推移。全国
に比べると低いが、徐々に増加の傾向。名護市は県内で最も空
き家率が高い。

９

【住宅不足への対策】

【空家の推移】

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

県全体 7 4 0 0 17 8

北部 3 0 0 0 3 2

中部 0 1 0 0 5 3

南部 0 0 0 0 5 2

宮古 0 0 0 0 1 0

八重山 1 1 0 0 1 1

その他離島 3 2 0 0 2 0

〇空き家の利活用に係る市町村の課題としては、「建物所有権の
適切な相続手続きの促進」が最も多く、その他、「担当部署のマン
パワー及び専門的知見の不足」等を感じている。

【空家の利活用に向けた課題】



沖縄振興開発⾦融公庫

〇北部地域の住宅建設のうち、本部半島と名護市以南の市町村がそのほとんどを占めており、国頭3村は
世帯数が横ばいとはいえ、住宅の不足が懸念される。

＜北部＞

〇住宅建設が中南部より少ない中、既存ストックである空き家の活用が重要であるが、空家等対策計画を
策定しているのは２市村にとどまっており、取組の促進に向けた計画策定が必要。

10

（１）地域ごとの課題の整理①
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〇15～64歳の労働力人口の割合が県内で最も高い一方、ファミリー層向けの2R～2LDK、3R～3LDK
の供給は不足の傾向が強まっている。

＜中部＞

〇15歳～64歳の労働力人口の割合が県内で最も高い一方、ファミリー層向けの間取りである3R～3LDK
の賃料は、新築・中古問わずすべての地域で上昇しているため、当該地域に居住するファミリー層の負担
が増大している。

11

（１）地域ごとの課題の整理②
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〇ファミリー層向けの間取りである3R～3LDKの賃料は多くの地域で上昇しており、当該地域に居住する
ファミリー層の負担が増大している。

＜南部＞

〇15歳～64歳の労働力人口の割合が中部地域に次いで高く、15歳未満の割合が県内で最も高い一方、
ファミリー層向けの間取りである2R～2LDKや３R～３LDKの供給は不足感が強まっている。

12

（１）地域ごとの課題の整理③

〇住宅数が増加しているためか、特に住宅不足の認識はない。
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13

〇令和４年度の住宅の稼働率は99%となっており、全ての間取りにおいて住宅不足の状況が見られる（宮
古島市）。

＜宮古＞

〇65歳以上の高齢者の割合が県平均より高い中、単身高齢者が居住するような1R～1LDKは不足の状況
に逆戻りしているほか、新築・中古ともにその家賃は上昇し、石垣市と並んで高い水準にあるため、単身高
齢者にとって負担感の大きい状況となっている（宮古島市）。

〇住宅の建設が少ない中、住宅の老朽化が進んだ場合、住宅不足の懸念がある（多良間村）。

（１）地域ごとの課題の整理④
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＜八重山＞

〇15歳未満の割合が南部地域に次いで高い中、15歳未満の子どもを抱えるファミリー層が居住するよう
な2R～2LDKや3R～3LDKは不足しており、新築・中古問わずその家賃は上昇しており、15歳未満の子
どもを抱えるファミリー層にとっては負担感の大きい状況（石垣市）。

〇令和４年度の住宅の稼働率は99.5%となっており、全ての間取りにおいて住宅不足の状況が見られる
（石垣市）。

〇住宅の建設が少ない中、住宅の老朽化が進んだ場合、住宅不足の懸念がある（竹富町・与那国町）。

14

（１）地域ごとの課題の整理⑤
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＜その他離島＞

〇他地域よりも住宅不足の認識が強く、民間のアパート建設が少ない中、財政的にも厳しいため、沖縄地域
PPP/PFIプラットフォームとの連携を強め、公営住宅の整備や管理等について公民連携の取組を推進して
いく必要がある。

〇住宅の建設が少ない中、住宅の老朽化が進んだ場合、住宅不足の懸念がある。

15

（１）地域ごとの課題の整理⑥
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※宮古地域（宮古島市）及び八重山地域（石垣市）は、住宅不足の状況ではあるものの、民間事業者等のアパート建設
も活発であることから、家賃高騰を主な課題として整理。

16

（2）課題類型の整理

（3）課題類型に応じたヒアリングの実施

①民間事業者等のアパートの建設が少ない等で住宅不足が懸念される地域
→ア.国頭村（既存ストックの活用）、イ.座間味村（公民連携による住宅整備）

②総数として住宅は不足していないが、地価の上昇や需要の増等に伴う家賃の高騰等により当該地
域の住民が居住しづらい等、影響が生じている地域
→ウ.北谷町（住宅家賃の上昇）
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ア 国頭村（北部地域）：既存ストックの活用

（現状）
・第2期国頭村人口ビジョン・総合計画（令和3年3月）策定にあたって実施した住民アンケートで住宅不足
の意見が多くあり、住宅不足の状況にあると認識。施政方針でも当該課題に取り組むことを表明。

（対応）
・平成29年度から取り組んでいる定住促進空家活用住宅
（9戸）は、定住促進空き家活用事業補助金（交付率1/2以
内）を活用し、残りの負担分は過疎債を充てて空家を修繕、
希望者に転貸。当該住宅にはUターン２世帯と県外からの
3世帯を含む9世帯が入居、定住促進に寄与している。

・一部空家の所有者では、仏壇が当該空家にあること、行事の際に集まる必要があることを理由に、当該
空家を活用したがらないということもある（いわゆるトートーメー問題）。

・令和５年３月に策定した国頭村空家等対策計画の策定にあたり実施した調査では、空家が36件、うち軽
微な補修で利活用が可能な空き家は11件あることを確認。

・空家オーナーと希望者のマッチングを図る空家バンクは、
次年度を目途にした実施に向け、準備を進めている。

1７

・今後も空家の利活用ニーズに応じ、定住促進空家活用住
宅の整備・管理の検討を進める。
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イ 座間味村（その他離島）：公民連携による住宅整備

（現状）
・村営住宅は入居率100%で空きがない。老朽化により修繕費等が増加、順次改修・長寿命化しているが、
新設等は財政難もあり慎重に検討しているところ。

・村内での民営住宅の建設は、資材の高騰や輸送コスト、島内事業者だけでは新築工事に十分対応できな
いことなどから本島より大幅に費用がかかる一方、採算性の課題から、なかなか進まない。

・村の大半を自然的土地利用規制が占めており、住宅地はかなり限られている中、移住者の需要に応えら
れるよう住宅地の不足の解消が求められている。

・村の住民サービスに不可欠な有資格者の確保のため、有資格者が安心して暮らせる住まいの確保が必要。

・上記住宅の整備では、沖縄振興特別推進費民間補助金（補助率8割）
を活用することで、民間事業者は住宅整備に要する経費を抑制でき
（費用負担：410,000千円→141,600千円）、村は財政負担なく住
民サービスの維持に必要な人材の確保や村内の
定住環境の整備を図ることができる(村実負担ゼロ、
村有地を無償貸付)。

（対応）
・村と民間事業者が密接に連携し、保育・介護・医療等住民サービスを
提供する上で必要不可欠な定住促進住宅と民間賃貸住宅の一体的
な整備を実施、住民サービスの維持向上及び住宅確保を図る。

18

【事業イメージ】

（出所）座間味村提供資料

事業者負担：141,600千円
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1９

ウ 北谷町（中部地域）：住宅家賃の上昇

（現状）
・町内の住宅需要は高く、マンション等の建設が相次いでいる状況である。一方、「町内の民間賃貸住宅の
家賃が周辺市町村のそれに比べて高い」との住民の声について、住生活基本計画策定時のアンケート調査
や、町議会議員の声を通じて確認している。

（対応）
・住生活基本計画策定時のアンケートでも「若者世帯・子育て世帯の定住
を促進するための民間賃貸住宅における家賃補助」を求める声などが
あるが、具体的な対応については、調査検討中。

（ヒアリングの様子）

・町としては、不動産情報から町内家賃相場が高いことを確認しており、地価の平均価格や資材高騰等に伴
う建築コスト増のほか、米軍人・軍属用賃貸とリゾートマンション賃貸が家賃相場を引き上げている可能性
があるものと考えている。

・実際の声を確認できているわけではないが、割高な家賃が転出者や移住希望者の行動にも一定の影響を
与えているものと思われる。

・特に、北谷町は子育て世帯の割合が沖縄県よりも高い割合であり、子育て世帯が住まいを手にしづらい
状況を改善する必要がある。

・現状として住宅セーフティネットの根幹である公営住宅の大幅増加は見
込めないため、民間賃貸住宅等も活用した住宅政策を総合的に進める。
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（出所）五島市移住定住促進サイト

20

(1)空家の活用を通じた移住者増加の促進（長崎県五島市）

これらの取組の成果もあり、令和元年度及び令和２年度には
五島市合併後初めて転入者が転出者を上回り、社会増を達成す
る等、近年は移住者が増加。

九州の最西端、長崎県に西方海上約100キロメートルに位置する
10の有人島と53の無人島で構成される五島市では、昭和30年を
ピークに人口が減少、空家も増加。

同計画では、施策として「既存ストックの流通や利活用に関する
負担軽減策の確立」が掲げられており、以下の施策等を実施。

〇五島市空家活用促進事業補助金（補助率1/2以内）
→UIターン者や新婚家庭への賃貸のための空家の改修に要する経費を補助。

〇五島市空き家バンク活用促進事業
→市内の賃貸・売買が可能な空き家の情報を集約・登録し、五島市への移住を
希望する者や住民へ情報を提供。

令和３年３月に「第２期五島市空家対策計画」を策定、空家等に関する対策
を総合的かつ計画的に実施。
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（出所）鹿屋市HP

(2)桜ヶ丘子育て支援住宅（ハグ・テラス）（鹿児島県鹿屋市）

〇大隅半島のほぼ中心に位置し、鹿児島市や鹿児島空港、志布志港等をつなぐ
国道の結節点となっている鹿屋市では、昭和30年代に建てられた公営住宅
の建て替え事業が財政難により凍結。

〇整備後のランニング費用（民間事業者へのサービス対価及び大規模修繕に係る基金積立金）について
は、定期借地契約に伴う借地料や家賃収入、家賃低廉化に係る交付金等で賄う。

〇公営住宅を子育て支援の地域優良賃貸住宅とすることで社会資本整備総合交
付金を活用し、かつPFIを導入することで民間資金を活用して整備。余剰地には
子育て支援の民間収益施設を併設。

21（出所）鹿屋市建設部建築住宅課住宅管理係HP

上記により、市の財政負担を生じない形で、子育て支援のための住宅整備・運営を実現。

＜施設整備費＞

社会資本整備
総合交付金

＜管理運営経費＞

・サービス対価

（施設整備）

・サービス対価

（維持管理・運営）

・修繕積立基金

⇒自治体負担ゼロ！

・土地使用料

・家賃低廉化交付金

・家賃、駐車場代等

⇒支出は収入で賄う！

＋ 民間資金
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高齢者、障碍者、子育て世帯等の住宅の確保に配慮が必要な者は今後も増加する見込みだが、住宅
セーフティネットの根幹である公営住宅は大幅な増加が見込めず、民間の空き地・空家は増加している
ことから、国では住宅セーフティネット制度による支援を実施。

22

当該支援を活用し、福岡市では、「福岡市住宅確保要配慮者賃貸住宅供給促進計画」の基本方針２に
「住宅確保要配慮者に対する居住支援の充実」を掲げ、セーフティネット住宅として登録するための改
修費の補助や、セーフティネット住宅に居住する住宅確保要配慮者の負担軽減のための家賃低廉化補
助等を実施。

(3)住宅セーフティネット制度
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〇県内では、地域ごとにその程度は異なるが、住宅家賃の上昇、新設住宅の建設が少ないことによる住宅
の不足等といった課題が各地域で見られる。

〇各地域における特徴を踏まえ、課題類型と必要な対応は以下のとおり。

＜必要な対応＞＜課 題 類 型＞

①民間事業者等のアパートの建設が少ない
等で住宅不足が懸念されている地域

北部地域、宮古地域（多良間村）、八重山地域
（竹富町・与那国町）、その他離島

ア.既存ストックの活用

イ.公民連携による住宅整備

→財政難かつ民間住宅の整備が期待できない中、
公民連携での住宅整備により住宅の確保が必要。

23

→空家の改修、利活用等による住宅の確保が必要。

（具体策）

・定住促進空家活用事業補助金を活用した空家の
整備・活用、空家バンクの整備による空き家活用
の促進等、市町村が先導する取り組み

・空家対策に取り組むNPO法人等との連携による
空家の活用促進の取り組み

（具体策）

・各種補助金や公的不動産の活用を用いた民間事業
者との連携によるPFI等の公民連携した住宅整備
（参考：座間味村、鹿屋市等での取り組み）
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＜必要な対応＞＜課 題 類 型＞

②住宅不足は生じていないが、地価の上昇
や需要の増等に伴う家賃の高騰等により
当該地域の住民が居住しづらい等、影響
が生じている地域

中部地域、南部地域、宮古地域（宮古島市）、
八重山地域（石垣市）

③関連計画の未策定
公営住宅の更新に係る予算難

全地域共通

ウ.住宅セーフティネットの活用による居住支援

エ.関連計画の策定による各地域の実情に応じ
た計画的な施策の実施

オ.公民連携による公営住宅整備・まちづくりの
促進等

→1人あたり県民所得は依然として最下位である中、
近年の物価高騰により子育て世帯等の可処分所得
は低下。県民の生活は厳しく、安心して居住できる環
境の整備が必要。

24

（具体策）

・国の住宅セーフティネット制度における家賃低廉化
補助の活用による家賃低廉化の取り組み
※実施に向けては、各市町村において、方針や財政
状況にも留意して検討する必要がある。

→各地域の実情を踏まえた計画的な施策の実施に向
け、住生活基本計画、空家活用促進計画等の関連計
画の策定が必要。

→民間事業者の知恵も借りながら、魅力的で自走可能
な公営住宅の整備に取り組むことが必要。


